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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　移行テープディスペンサであって、
　ケースと、
　該ケース内に回転自在に取り付けられ、付着層とキャリヤテープとを有するテープ供給
源を受けるようになっている供給スプールと、
　キャリヤテープを収集するようにされ、前記ケース内に回転自在に取り付けた戻りスプ
ールと、
　前記ケースにピボット廻動自在に取り付けられ、供給スプールと戻りスプールとの間の
テープ走路内に配置され、休止位置と、少なくとも付着位置との間でピボット廻動する実
質的に剛性のアプリケータ先端部と、
　前記ケース内に配置され、アプリケータのピボット廻動により圧縮され、かくしてアプ
リケータ先端部を付着位置から休止位置に偏倚させるようになっている緩衝体と、
　を含む移行テープディスペンサ。
【請求項２】
　緩衝体が、ケース内に配置した別個の緩衝体であり且つ付着位置から休止位置にアプリ
ケータ先端部を偏倚させるようになっている請求項１の移行テープディスペンサ。
【請求項３】
　緩衝体がアプリケータ先端部と共成型される請求項１の移行テープディスペンサ。
【請求項４】
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　緩衝体が、アプリケータ先端部及びケースの各材料とは異なる材料から構成される請求
項１の移行テープディスペンサ。
【請求項５】
　緩衝体がエラストマー材料から構成される請求項１の移行テープディスペンサ。
【請求項６】
　緩衝体がアプリケータ先端部及びケースとは別個のものであり且つアプリケータ先端部
及びケースとは分離され、アプリケータ先端部とケースの内面との間に配置される請求項
１の移行テープディスペンサ。
【請求項７】
　供給スプール及び戻りスプールをスリップ自在に連結するようになっているスリップク
ラッチ機構を更に含む請求項１の移行テープディスペンサ。
【請求項８】
　アプリケータ先端部が、付着縁部と、複数のガイドとを含み、該複数のガイドが、テー
プを付着縁部にガイドし、また付着縁部からガイドするようになっている請求項１の移行
テープディスペンサ。
【請求項９】
　ケース内に回転自在に取り付けられた駆動ホイールを含み、供給スプールと戻りスプー
ルとが該駆動ホイール上に配置された請求項１の移行テープディスペンサ。
【請求項１０】
　供給スプールと戻りスプールとをスリップ自在に連結するスリップクラッチにして、供
給スプールを駆動ホイールにスリップ自在に連結するようになっているスリップクラッチ
を更に含む請求項９の移行テープディスペンサ。
【請求項１１】
　戻りスプールが駆動ホイールと一体である請求項９の移行テープディスペンサ。
【請求項１２】
　駆動ホイールが、該駆動ホイールに半径方向に配置した複数のタブを含み、各該タブが
、ケースの内側に半径方向に配置した複数の戻止めと係合するようになっており、かくし
て非分与方向での駆動ホイールの回転が防止される請求項９の移行テープディスペンサ。
【請求項１３】
　スリップクラッチが、駆動ホイールから突出するハブに連結した複数の弓状シューを含
み、該複数の弓状シューが供給スプールの内周部分と摩擦接触する請求項９の移行テープ
ディスペンサ。
【請求項１４】
　各弓状シューが、該弓状シューの外側表面から突出する峰部を含み、該峰部が供給スプ
ールの内周面と摩擦接触する請求項１３の移行テープディスペンサ。
【請求項１５】
　ケースが、供給スプールからアプリケータ先端部に、次いで該アプリケータ先端部から
戻りスプールへとテープをガイドするようになっているテープ支柱を少なくとも含んでい
る請求項１の移行テープディスペンサ。
【請求項１６】
　ケースが該ケースの外側に複数のグリップパッドを含んでいる請求項１の移行テープデ
ィスペンサ。
【請求項１７】
　ケースの外側にピボット廻動自在に取り付けられ、アプリケータ先端部を覆わない開位
置と、アプリケータ先端部を覆う閉位置との間でピボット廻動するようになっているアプ
リケータ先端部保護体を更に含んでいる請求項１の移行テープディスペンサ。
【請求項１８】
　移行テープディスペンサであって、
　ケースと、
　該ケース内に廻動自在に取り付けられ、供給側と戻り側とを含む駆動ホイールと、
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　駆動ホイールの供給側に回転自在に取り付けられ、付着層とキャリヤテープとを有する
テープを受けるようになっている供給源を含む供給スプールと、
　駆動ホイールの戻り側に配置され、キャリヤテープを収集するようになっている戻りス
プールと、
　ケース内にピボット廻動自在に取り付けられた実質的に剛性のアプリケータ先端部にし
て、アプリケーター先端部の縁部に関して平行に固定したピボット軸を中心にピボット廻
動自在であり、供給スプールと戻りスプールとの間のテープ走路内に配置され、休止位置
と、少なくとも付着位置との間でケースに関してピボット廻動するようになっているアプ
リケータ先端部と、
　ケース内でアプリケータ先端部とケースの内面との間に配置された緩衝体にして、付着
位置へのアプリケータ先端部のピボット廻動により圧縮され、かくして前記ピボット廻動
が該緩衝体によって弾性的に抵抗される緩衝体と、
　駆動ホイールの供給側に取り付けられ、複数の突出部分で有するスリップクラッチにし
て、各突出部分が、駆動ホイールの回転を供給スプールに伝達し、戻りスプールの回転に
関して供給ホイールをスリップ自在に回転させるようになっているスリップクラッチと、
　を含む移行テープディスペンサ。
【請求項１９】
　緩衝体が、ケース内に配置した別個のクッション体であり且つアプリケータ先端部を付
着位置から休止位置に偏倚させるようになっている請求項１８の移行テープディスペンサ
。
【請求項２０】
　緩衝体がアプリケータ先端部と共成型される請求項１８の移行テープディスペンサ。
【請求項２１】
　緩衝体がアプリケータ先端部及びケースの各材料とは別の材料から構成される請求項１
７の移行テープディスペンサ。
【請求項２２】
　アプリケータ先端部が、付着縁部と、複数のガイドとを含み、該複数のガイドがテープ
を付着縁部の前後にガイドするようになっている請求項１８の移行テープディスペンサ。
【請求項２３】
　戻りスプールが駆動ホイールと一体である請求項１８の移行テープディスペンサ。
【請求項２４】
　駆動ホイールが、該駆動ホイールに半径方向に配置した複数のタブを含み、該複数のタ
ブが、ケースの内側に半径方向に配置した複数の戻止めと係合するようになっている請求
項１８の移行テープディスペンサ。
【請求項２５】
　ケースが、テープを供給スプールからアプリケータ先端部に、次いで該アプリケータ先
端部から戻りスプールにガイドするようになっている少なくとも一つのテープ支柱を含む
請求項１８の移行テープディスペンサ。
【請求項２６】
　緩衝体がエラストマー材料製である請求項１８の移行テープディスペンサ。
【請求項２７】
　緩衝体がケース及びアプリケータ先端部とは別個のものであり且つ分離している請求項
１８の移行テープディスペンサ。
【請求項２８】
　ケースがその外側に複数のグリップパッドを含む請求項１８の移行テープディスペンサ
。
【請求項２９】
　ケースの外側にピボット廻動自在に取り付けられ且つ、アプリケータ先端部が覆われな
い開位置と、アプリケータ先端部が覆われる閉位置との間でピボット廻動するようになっ
ているアプリケータ先端部保護体を更に含む請求項１８の移行テープディスペンサ。
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【請求項３０】
　供給スプールが供給スプール軸を含み、アプリケータ先端部の付着縁部が該供給スプー
ル軸に対して直交する請求項１の移行テープディスペンサ。
【請求項３１】
　供給スプールが供給スプール軸を含み、アプリケータ先端部の付着縁部が該供給スプー
ル軸に対して直交する請求項１８の移行テープディスペンサ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、一般に移行テープディスペンサに関し、詳しくは、クッション付きアプリケ
ータ先端部を備えた移行テープディスペンサに関する。
【背景技術】
【０００２】
　移行テープディスペンサ（以下、単にディスペンサとも称する）は代表的には可撓性の
キャリヤテープからの付着材料層を被付着表面に付着させるために使用される。ディスペ
ンサは代表的には、供給スプールから供給される、片面に付着材料層をコーティングした
キャリヤテープを受け、受けたキャリヤテープを前記表面に付着させるためのアプリケー
タ先端部を含む。次いで戻りスプールはキャリヤテープを収集する。
　付着材料層は一つ以上の材料層から成り得、アプリケータ先端部によって前記表面に押
し付けられるとキャリヤテープから釈放されてこの表面に移行する特徴を有している。こ
の付着材料層、即ち修正テープ層には、印字などを隠すための不透明層と、この不透明層
を前記表面に付着させるための接着剤とが含まれる。
【０００３】
　代表的な移行テープディスペンサのアプリケータ先端部は、前記表面に押し付けられる
と曲がる可撓性材料から構成され、それ故、アプリケータ先端部は前記表面に押し付けら
れると自ら屈曲して前記表面と整合することができる。更には、アプリケータ先端部がこ
のように可撓性を有することで、ユーザーには、修正テープ層を前記表面に付着させるた
めにアプリケータ先端部に加える圧力に関するフィードバックが提供される。
【０００４】
　アプリケータ先端部は、その可撓性が高すぎると、ディスペンサを繰り返し使用した場
合に恒久的に変形する問題を生じやすい。逆に、被付着表面に押し付けた場合に十分に変
形しないアプリケータ先端部を持つ移行テープディスペンサもあるが、この場合は修正テ
ープ層は前記表面に正しく付着しない、あるいはユーザーが前記表面に修正テープ層を付
着させるための正しい圧力を決定することが出来ない。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　クッション付きアプリケータ先端部を備えた移行テープディスペンサを提供することで
ある。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００６】
　図１～図８を参照して説明するに、本発明に従う移行テープディスペンサ２０（以下、
ディスペンサ２０とも称する）が示され、ケース２２と、供給スプール２４と、戻りスプ
ール２６と、付着縁部３０を有するアプリケータ先端部２８とを含んでいる。ディスペン
サ２０には、何れも図示されない付着層及びキャリヤテープを有する修正テープ３２も含
まれる。ディスペンサ２０内の修正テープ３２の走路は供給スプール２４を始端とし、戻
りスプール２６で終端する。修正テープ３２は供給スプール２４からテープ支柱３８を通
過してアプリケータ先端部２８に、次いで戻りスプール２６へと送られる。表面４２上に
付着縁部３０を押し付けると（図７参照）図示しない付着層が表面４２に付着され、この
付着部分で表面４２を隠す。次いで、図示しない修正テープは戻りループ２６に収集され
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る。ディスペンサ２０には、表面４２への付着縁部３０の押し付けを緩衝する緩衝体９４
が含まれる。ディスペンサ２０は、修正テープ３２に余分な張力が蓄積されないようにす
るための必要に応じて、供給スプール２４を戻りスプール２６の回転に関してスリップさ
せるためのスリップクラッチ機構４６が含まれる。
【０００７】
　修正テープ３２の図示されない塗布層は数多くの機能を提供し得る。例えば、図示され
ない付着層は接着材、マーカー材料、あるいは装飾性のコーティング材料であり得る。従
って、付着層の図示されない片面を表面４２に付着させ、図示されない他方の面に別の機
能性を提供させ得る。然し乍ら、開示された実施例では図示されない付着層は修正テープ
層であり、以下そのように参照される。図示されない修正テープ層は表面４２に付着して
この付着部分で表面４２を隠す。図示されない修正テープ層はキャリヤテープの片面に塗
布される。キャリヤテープは可撓性のリボンあるいはプラスチックあるいは紙のリボンか
ら構成される。
【０００８】
　図２を参照するに、ケース２２は第１側部４７と第２側部４９とを含み、これら各側部
は相互に取り付けられてディスペンサ２０の様々な構成部品を格納する。例示した実施例
では第１側部４７と第２側部４９とは、第１側部４７の舌部５１が第２側部４９の溝５３
と係合することにより相互に脱着自在に取り付けられる。第２側部４９には、第１側部４
７及び第２側部４９を相互に固定するための錠止タブ５５が含まれる。錠止タブ５５は第
２側部４７の相当する孔５７と係合する。ケース２２は所望の形状のものであり得るが、
例示した実施例ではユーザーによる快適且つ直感的な操作を提供するための人間工学的な
形状とされている。
【０００９】
　図１及び図２を参照するに、ディスペンサ２０は、人差し指グリップパッド３１と、親
指グリップパッド３３と、ケース２２に廻動自在に取り付けたアプリケータ先端部保護体
３５とを含んでいる。人差し指グリップパッド３１はケース２２の上方部分の、ユーザー
がディスペンサ２０を使用するに際して代表的に人差し指を配置する場所に配置される。
人差し指グリップパッド３１と親指グリップパッド３３とはケース２２の一部であり得、
ケースと同じ材料から構成され得、あるいはケース２２に取り付けた、あるいはケースに
形成した、別の材料製の独立したグリップパッドであり得る。例示した実施例では、人差
し指グリップパッド３１と親指グリップパッド３３とは軟質プラスチック製であり、ケー
ス２２に取り付けられる。また、ユーザーがディスペンサ２０を保持するときに、ユーザ
ーの指と、人差し指グリップパッド３１及び親指グリップパッド３３との間に十分なグリ
ップ力が提供されるよう、人差し指グリップパッド３１と親指グリップパッド３３とはゴ
ム製とし得、各表面上には多数の峰部３７が含まれ得る。
【００１０】
　アプリケータ先端部保護体３５が、非使用時においてアプリケータ先端部２８を保護す
る。図２を参照するに、アプリケータ先端部保護体３５はケース２２の側方断面形状に全
体的に相当する形状を有している。アプリケータ先端部保護体３５の各端部３９はケース
２２の第１側部４７或いは第２側部４９の一方に廻動自在に取り付けられる。従って、ア
プリケータ先端部保護体３５は、前記各端部３９を通る図示されない軸線を中心として廻
動する。ディスペンサ２０を使用する際、アプリケータ先端部保護体３５は図１に示す如
き開位置に廻動あるいは回転され得る。ディスペンサ２０をもはや使用しないときは、ユ
ーザーはアプリケータ先端部保護体３５を、アプリケータ先端部２８を覆うための閉位置
へと番号４１で示す方向に回転させることができる。アプリケータ先端部保護体３５は、
アプリケータ先端部２８と、付着縁部３０と、修正テープ３２とを、外部の物体と接触し
ないように保護する。アプリケータ先端部２８は広汎な保護体によって覆われ得る。例え
ば、ディスペンサ２０は、ケース２２の、アプリケータ先端部２８を配置する部分と類似
形状とした図示されないキャップを含み得る。ユーザーは、このキャップをケース２２の
相当部分に配置してアプリケータ先端部２８を覆うことができる。
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【００１１】
　ケース２２は、その内部に駆動ホイール５０を取り付けるためのシャフト４８を含み、
駆動ホイール５０はこのシャフト４８に回転自在に取り付けられるためのセンターハブ５
２を含んでいる。シャフト４８は、例えば本実施例では第２側部４９から第１側部４７に
向けて横方向に伸延する。従って、駆動ホイール５０はシャフト４８を中心として自由回
転し得るが、その他の方向には移動あるいは回転しないようにされる。供給スプール２４
は駆動ホイール５０の供給側５８に回転自在に取り付けられ、以下に詳しく説明するよう
に、必要に応じて駆動ホイール５０と共に回転し得、あるいは駆動ホイール５０に関して
スリップし得る。戻りスプール２６は駆動ホイール５０の戻り側６０上に配置される。例
示した実施例では戻りスプール２６は駆動ホイール５０の一体部分を構成し、かくして駆
動ホイール５０と共に回転する。例示した実施例では戻りスプール２６は、駆動ホイール
５０の戻り側６０と一体で且つこの戻り側６０から外側に突出する円形棚部６２を構成す
る。円形棚部６２は駆動ホイール５０と同中心を有し、修正テープ３２よりも幅広である
。従って、円形棚部６２は、修正テープ３２の図示されないキャリヤテープを巻き取り様
式下に収集するための戻りスプール２６を確定する。円形棚部６２に巻き付けられる修正
テープ３２が外れないようにするために、修正テープ３２を戻りスプール２６上に収容す
る複数の側壁６４が円形棚部６２の周囲に設けられる。
【００１２】
　駆動ホイール５０が分与方向６６に回転すると供給スプール２４から修正テープ３２が
巻き解かれ、供給スプール２４から修正テープが分与される。次いで、図示されないキャ
リヤテープが戻りスプール２６に巻き付けられ、この戻りスプール２６上に収集される。
従って、修正テープ３２は供給スプール２４の上部から巻き解かれることによって分与さ
れ、戻りスプール２６上に、この戻りスプール２６の底部から巻き付けられることにより
収集される。然し乍ら、上述した修正テープ３２の巻き付け及び巻き解きの形態を逆にし
て同じ結果を得ることが可能である。
【００１３】
　駆動ホイール５０が非分与方向（即ち、分与方向６６とは逆の方向）に回転しないよう
にするために、駆動ホイール５０は、この駆動ホイール５０の戻り側６０に半径方向に配
置した多数の可撓性タブ６８にして、第２側部４９の内側に半径方向に配置した多数の戻
止め７０と係合する可撓性タブ６８を含んでいる。可撓性タブ６８は楔状先端部７２を含
み、この楔状先端部７２は図４に示されるように同じく楔状の前記戻止め７０と係合する
。分与方向６６において、各楔状先端部７２はその傾斜面において戻止め７０の傾斜面と
係合し、次いでこの傾斜面が可撓性タブ６８の可撓性により戻止め７０を超えて摺動し、
かくして駆動ホイール５０の分与方向６６での回転を許容する。逆に、駆動ホイール５０
が非分与方向に回転すると各楔状先端部７２の垂直面が戻止め７０の垂直面と係合し、駆
動ホイール５０がこの非分与方向に回転するのを防止する。
【００１４】
　修正テープ３２が供給スプール２４から巻き解かれて戻りスプール２６上に巻き付けら
れるに従い、供給スプール２４の、この修正テープ３２の供給源を含む直径は縮小し、他
方、図示されないキャリヤテープの供給源を含む戻りスプールの直径は増大する。供給ス
プール２４と戻りスプール２６とは全体に調和回転することから、そうした直径変化によ
って修正テープ３２における張力変化が生じる。スリップクラッチ機構４６は、供給スプ
ール２４及び戻りスプール２６の各直径が変化するに際しての修正テープ３２における所
望の最大張力を維持する。
【００１５】
　図３及び図５を参照するに、スリップクラッチ機構４６は一対の弓状シュー７４を含み
、この弓状シュー７４は供給スプール２４の内径と全体に類似した外径を有している。各
弓状シュー７４は駆動ホイール５０の供給側５８でセンターハブ５２にスポーク７６を介
して取り付けられる。かくして弓状シュー７４は、駆動ホイール５０の供給側５８で供給
スプール２４を取り付けるべくセンターハブ５２と同中心を有する、点線で示す供給ハブ
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７８の一部を確定する。各弓状シュー７４はその幅方向を横断して伸延する一対の峰部８
０を含み、これら峰部８０は供給ハブ７８から半径方向外側に若干突出される。更に、各
峰部８０は供給ハブ７８に関して半径方向に等間隔の様式下において配分される。供給ス
プール２４を供給ハブ７８に取り付けると各峰部８０が弓状シュー７４を撓ませ且つ峰部
８０は偏倚されて供給スプール２４の内側周囲部分に接触し、かくして峰部８０と供給ス
プール２４の前記内側周囲部分との摩擦接触が維持される。
【００１６】
　戻りスプール２６の直径が供給スプール２４の直径よりも大きくなると修正テープ３２
は戻りスプール２６に巻き付けられるよりも速く供給スプール２４から巻き解かれる必要
がある。供給スプール２４を駆動ホイール５０に関してもっと速く回転させるためには、
修正テープ３２の張力を峰部８０と供給スプール２４の内側周囲部分との間の摩擦力に十
分勝るものとすべきである。従って、供給スプール２４は、供給スプール２４から巻き解
かれる修正テープの長さを戻りスプール２６に巻き付けられるテープ長さに同調させるよ
う、必要に応じて弓状シュー７４上でスリップすべきである。
【００１７】
　戻りスプール２６の直径が供給スプール２４の直径よりも小さくなると、修正テープ３
２は戻りスプール２６に巻き付けられるよりも遅い速度で供給スプール２４から巻き解か
れる必要がある。供給スプール２４を駆動ホイール５０に関してもっと遅く回転させるた
めには、修正テープ３２の張力を峰部８０と供給スプール２４の内側周囲部分との間の摩
擦力に十分勝るものとすべきである。従って、供給スプール２４は、供給スプール２４か
ら巻き解かれる修正テープの長さを戻りスプール２６に巻き付けられるテープ長さと同調
させるよう、必要に応じて弓状シュー７４上でスリップすべきである。
【００１８】
　スリップクラッチ機構４６は、駆動ホイール５０と供給リール２４との間のスリップ自
在の係合を提供することにより作動する。従って、移行テープディスペンサ２０のために
様々な既知のスリップクラッチ機構を使用することが可能である。例えば、可撓性材料か
ら構成される図示されないガスケット、Ｏ－リング、あるいはワッシャをセンターハブ５
２に配置して供給スプール２４の内側周囲部分と摩擦係合させ得る。また別の実施例では
センターハブ５２が、供給スプール２４の内側周囲部分の図示されない複数の戻止めと係
合し得る、半径方向に配置した図示されない複数の戻止めを含み得る。
【００１９】
　図６及び図８を参照するに、アプリケータ先端部２８がケース２２の内部にピボット廻
動自在に取り付けられている。アプリケータ先端部２８の、付着縁部３０を含む突出部分
２９は、修正テープ３２が表面４２に付着され得るようにケース２２から突出される。然
し乍ら突出部分２９は、修正テープ３２を付着縁部３０の前後に案内するための楔状を有
する。修正テープ３２は供給スプール２４からアプリケータ先端部２８の付着側部８４に
送られ、付着縁部３０を巡った後、アプリケータ先端部２８の非付着側部８２を離れて戻
りスプール２６に送られる。アプリケータ先端部２８上を移動する間、修正テープ３２が
付着側部８４及び非付着側部８２上に維持されるようにするために、アプリケータ先端部
２８の前記付着側部８４及び非付着側部８２に取り付けられてアプリケータ先端部の幅部
分を境界付けるガイド８６を含む。このガイド８６もまた、修正テープ３２及び図示され
ないキャリヤテープを夫々付着縁部３０の前後に案内する。
【００２０】
　図８に示すように、アプリケータ先端部２８は、供給スプール２４から巻き解かれる修
正テープ３２の方向に関して全体にほぼ９０°の角度をなし、従って、テープ支柱３８は
供給スプール２４からアプリケータ先端部２８に修正テープ３２を配向すると共に、供給
スプール２４とアプリケータ先端部２８との間のテープ走路で修正テープ３２の方向をね
じらせる。またテープ支柱３８は、修正テープ３２をアプリケータ先端部２８から戻りス
プール２６に送り、アプリケータ先端部２８と戻りスプール２６との間のテープ走路で図
示しないキャリヤテープをもよじらせてその方向を変化させる。テープ支柱３８は説明し
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た機能を実行するための様々な寸法形状のものであり得る。然し乍ら、例示した実施例で
はテープ支柱３８はケースに取り付けられ、全体的にシャフト４８と平行な円筒状ロッド
である。
【００２１】
　図７を参照するに、修正テープ３２が、ユーザーが付着縁部３０の付着側部８４を表面
４２に押し付け、次いでディスペンサ２０を矢印８８の方向に移動させることによりこの
表面４２に付着されている。修正テープ３２が付着縁部３０の位置で表面４２と接触し、
ディスペンサ２０が方向８８に移動されると、供給スプール２４から修正テープ３２が繰
り出される。他方、付着縁部３０が表面４２と接触すると修正テープ３２の図示されない
修正テープの層が付着縁部３０の位置で表面４２に付着する。戻りスプール２６が駆動ホ
イール５０と共に回転することから、図示されないキャリヤテープが戻りスプール２６に
よって引張され、次いでこの戻りスプール２６上に巻き付けられて収集される。かくして
、ディスペンサ２０を矢印８８の方向に移動させると図示されない修正テープの層が前記
矢印８８の方向に沿って表面４２に付着し、付着した部分の表面を隠す。
【００２２】
　アプリケータ先端部２８は、付着縁部３０を表面４２に接触させたときにこの付着縁部
の位置でアプリケータ先端部２８をピボット廻動させるための、ケース２２にピボット廻
動自在に取り付けたピボットシャフト９０を含んでいる。ピボットシャフト９０は付着縁
部３０と平行であり、ケース２２から突出する一対のフォーク９２にピボット廻動自在に
取り付けられる。従って、ピボットシャフト９０の各端部は相当するフォーク９２の内側
へピボット廻動し、かくしてアプリケータ先端部２８をピボット廻動させる。
【００２３】
　アプリケータ先端部２８は限定範囲をピボット廻動し、このアプリケータ先端部２８と
、ケース２２の第１側部４７との間に配置した緩衝体９４によって緩衝される。付着縁部
３０を表面４２に押し付けると、アプリケータ先端部２８が図７で矢印９３で示す方向に
廻動する。アプリケータ先端部２８がその休止位置から廻動するとガイド８６が緩衝体９
４と接触し、キャリヤテープが緩衝体９４とアプリケータ先端部２８の非付着側部８２と
の間を通過することが出来るようになる。アプリケータ先端部２８がその休止位置から付
着位置にピボット廻動すると、ガイド８６が緩衝体９４を圧縮することから、アプリケー
タ先端部２８を休止位置に戻そうとする反力が生じる。ピボット廻動量が大きくなると緩
衝体９４は更に圧縮され、緩衝体９４における反力も大きくなる。従って、ユーザーは図
示されない修正テープの層を表面４２上に一様に付着させるために付着縁部３０を表面４
２に押し付ける力を直感的に感じ且つ判断することができる。
【００２４】
　緩衝体９４は付着縁部３０を非一様な表面に押し付ける場合にも、アプリケータ先端部
２８のピボット廻動に対する緩衝作用を提供する。更には、アプリケータ先端部２８の緩
衝下のピボット廻動は、付着縁部３０と表面４２との間の不整合を補償し得る。当業者に
は、緩衝体９４がバネ、ダンパーあるいはその両方の如く作用し得ることを理解されよう
。緩衝体９４は弾性体であり、ある方向に押し付けられると逆向きの反力を提供する。
【００２５】
　図９を参照するに、緩衝体９４とアプリケータ先端部２８とは製造段階において共成型
することができる。従って、緩衝体９４はワンピース部材であり、ガイド８６に共成型さ
れ且つブリッジ９８により連結された一対の緩衝体側部９６を含む。緩衝体９４とアプリ
ケータ先端部２８と共成型する場合、ブリッジ９８は、非付着側部８２と面一となるよう
、アプリケータ先端部２８の非付着側部８２における相当寸法の凹所内に嵌入される。
【００２６】
　緩衝体９４は、例えば先に説明したようにアプリケータ先端部２８と共成型することに
よってアプリケータ先端部２８に連結することが可能である。緩衝体９４は、アプリケー
タ先端部２８あるいはケース２２の何れかに連結することなくこれらアプリケータ先端部
２８とケース２２との間に配置した別個の緩衝体であり得る。緩衝体９４は、アプリケー
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タ先端部２８に連結させることなくケース２２に連結させ得る。然し乍ら、緩衝体９４は
アプリケータ先端部２８及びケース２２とは別の材料から構成させ得る。例示した実施例
では緩衝体９４はエラストマー体から構成したワンピース型のものとされ得る。緩衝体９
４は、アプリケータ先端部２８とケース２２との間において形状付けすることもできる。
更には、緩衝体９４とアプリケータ先端部２８とを、例えば、射出成型法によって製造す
ることも可能である。同様に、緩衝体９４とケース２２の第１側部４７とは、例えば射出
成型法によって製造し得る。
　以上、本発明を実施例を参照して説明したが、本発明の内で種々の変更をなし得ること
を理解されたい。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】本発明に従う移行テープディスペンサの平面図である。
【図２】本発明に従う移行テープディスペンサの分解斜視図である。
【図３】本発明に従う移行テープディスペンサの駆動ホイールの斜視図である。
【図４】図３の駆動ホイールを反対方向から見た斜視図である。
【図５】本発明に従う移行テープディスペンサのスリップクラッチ機構の側面図である。
【図６】本発明に従う移行テープディスペンサの部分拡大断面図である。
【図７】本発明に従う移行テープディスペンサの斜視図である。
【図８】本発明に従う移行テープディスペンサにおける修正テープの走路の略示図である
。
【図９】本発明に従う移行テープディスペンサの別態様におけるアプリケータ先端部及び
クッション胴部を示す斜視図である。
【符号の説明】
【００２８】
　２０　移行テープディスペンサ
　２２　ケース
　２４　供給スプール
　２６　戻りスプール
　２８　アプリケータ先端部
　２９　突出部分
　３０　付着縁部
　３１　人差し指グリップパッド
　３２　修正テープ
　３３　親指グリップパッド
　３５　アプリケータ先端部保護体
　３７　峰部
　３８　テープ支柱
　３９　端部
　４２　表面
　４６　スリップクラッチ機構
　４７　第１側部
　４８　シャフト
　４９　第２側部
　５０　駆動ホイール
　５１　舌部
　５２　センターハブ
　５３　溝
　５５　錠止タブ
　５７　孔
　５８　供給側
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　６０　戻り側
　６２　円形棚部
　６４　側壁
　６８　可撓性タブ
　７０　戻止め
　７２　楔状先端部
　７４　弓状シュー
　７６　スポーク
　７８　供給ハブ
　８０　峰部
　８２　非付着側部
　８４　付着側部
　８６　ガイド
　９０　ピボットシャフト
　９２　フォーク
　９４　緩衝体
　９８　ブリッジ

【図１】 【図２】
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【図５】
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